
 

 

 

 

 

 
 

 

 

書面表決書  

 
第１号議案：子ども・子育て会議における議長の互選 

神戸市子ども・子育て会議条例第５条第１項に基づき、子ども・子育て会議における議長

の互選をするもの。 

 

 

参考資料１ 神戸市 子ども・子育て会議 委員名簿  

参考資料２ 神戸市子ども・子育て会議条例 
 
 

 

 

私は、議案１件について、以下の通り意見を表明します。  

第１号議案：子ども・子育て会議における議長の互選について、以下の委員を推薦します。  

 

 

                                                            委員  

 

               

 

  

令和７年  月  日  
 

ご芳名                                    

本紙にご記入の上、８月 15日（金曜）までに 

神戸市こども未来課にご返送ください。 

メールアドレス kobe_kodomomirai@city.kobe.lg.jp 

FAX (078)322-5706 



 
 

 

神戸市 子ども・子育て会議 委員名簿 
 

令和７年７月１日時点 
（敬称略・五十音順） 

相原 浩輝 一般社団法人 神戸市医師会 理事 

池上 有紀 株式会社デンソーテン 
コーポレート本部人事部人事室長 

岩本 里織 神戸市看護大学 公衆衛生看護学分野 教授 

大川 房子 灘区主任児童委員連絡会 会長 

越智 正篤 神戸市民間児童館協議会 

小林 和弘 神戸商工会議所 会員事業部長 

堺 萌 市民委員 

柴田 健太郎 連合神戸地域協議会 副議長 

副島 和明 神戸市児童養護施設連盟 副会長 

髙田 佳代子 一般社団法人 Babyガーデン 代表理事 

髙橋 千遥 市民委員 

中後 和子 公益社団法人 神戸市私立幼稚園連盟 副理事長 

辻 幸志 NPO法人こうべユースネット 理事長 

橋本 明 公益社団法人 家庭養護促進協会 事務局長 

長谷川 和子 垂水地区青少年育成協議会 会長 

馬場 幸子 関西学院大学 人間福祉学部 教授 

日浦 直美 関西学院大学 名誉教授 

福田 公教  関西大学 人間健康学部 教授 

山ノ井 景子  公益社団法人 神戸市私立保育園連盟 理事 
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神戸市子ども・子育て会議条例 

平成25年３月27日制定 

条例第72号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第77条第１項及び就学前の子

どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77

号）第25条の規定に基づく会議その他の合議制の機関として，神戸市子ども・子育

て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は，次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 子ども・子育て支援法第77条第１項各号に掲げる事務を処理すること。

(2) 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律第

17条第３項，第21条第２項及び第22条第２項の規定によりその権限に属させられ

た事項を調査審議すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか，子どもが健やかに成長することができる社会の

実現に関する事項及び子どもが健やかに育成される環境の整備に関する事項を調

査審議すること。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は，委員25人以内で組織する。 

２ 子ども・子育て会議に，特別の事項を調査審議させるため必要があるときは，臨

時委員を置くことができる。 

３ 委員及び臨時委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

(1) 学識経験のある者

(2) 子どもの保護者

(3) 地域において子育ての支援を行う者

(4) 子どもの教育，保育又は養育に関する事業に従事する者

(5) 経済団体，労働者団体その他各種団体の関係者

(6) 前各号に掲げる者のほか，市長が特に必要があると認める者

（任期） 

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

３ 臨時委員は，その者の委嘱に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したと

きは，解嘱されるものとする。 

（議長） 

第５条 子ども・子育て会議に議長を置き，委員の互選により選任する。  

２ 議長は，会務を総理し，子ども・子育て会議を代表する。  

３ 議長に事故があるときは，あらかじめその指名する委員が，その職務を代理する。 
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（部会） 

第６条 子ども・子育て会議は，その定めるところにより，部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は，議長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き，当該部会に属する委員の互選により選任する。 

４ 部会長は，当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは，当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじ

め指名する者が，その職務を代理する。 

６ 子ども・子育て会議は，その定めるところにより，部会の議決をもって子ども・

子育て会議の議決とすることができる。 

（議事）  

第７条 子ども・子育て会議は，議長が招集し，及び主宰する。 

２ 子ども・子育て会議は，委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しな

ければ，会議を開き，議決することができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は，委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席

したものの過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

４ 前３項の規定は，部会の議事に準用する。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は，こども家庭局において処理する。  

（施行細目の委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか，議事の手続その他子ども・子育て会議の運営

に関し必要な事項は，議長が子ども・子育て会議に諮って定める。  

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は，平成25年４月１日から施行する。ただし，第２条第２号の規定は，

就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律（平成24年法律第66号）附則第１条本文に規定する施行の日から施行

する。 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日前における第１条の規定の適用について

は，同条中「及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成18年法律第77号）第25条の規定」とあるのは，「の規定」とする。 

（準備行為） 

３ 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部

を改正する法律附則第９条の規定に基づいて同法の施行日前においても行うことが

できる行為に関する事項については，第２条第２号の規定の施行の日前においても，

この条例の本則の規定の例により，子ども・子育て会議において事務を処理し，又

は調査審議を行うことができる。 

 


	（ 公 印 省 略 ） 神 こ 未 第101号令和７年８月４日

